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第１ 平成28年度当初予算の状況

１ 一 般 会 計

平成28年度当初予算については、「活力みなぎる県づくり」を推進するため、「人口減少克

服に向けた取組への重点配分」、「国の取組と一体となった緊急課題への対応」、さらには「財

政収支均衡に向けた緊急的な財源確保対策等の実施」の３つを基本方針とし、平成27年度

２月補正予算と一体的に編成に取り組みました。

まず、基本方針の１つ目として「人口減少克服に向けた取組への重点配分」を掲げ、平成

27年度当初予算で掲げた「日本一」の実現に引き続き取り組むとともに、県民や市町をはじ

め、県内の幅広い主体との連携・協働をこれまで以上に重視しながら、「チャレンジプラン」

と「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を着実に推進することとしています。

このため、総合戦略における基本的な施策の方向に沿って策定した、施策重点化方針に基

づく６つの重点項目（「産業力の強化と中堅・中小企業の成長支援」「『やまぐち観光維新』の

推進」「元気な農林水産業の育成」「県内への定着・還流・移住の推進」「結婚・出産・子育て

支援の充実」「活力ある地域づくりの推進」）について、優先順位を明確にした上で、実効性

のある予算の重点配分を行いました。

次に、基本方針の２つ目として「国の取組と一体となった緊急課題への対応」を掲げ、国の

補正予算で創設された地方創生に係る交付金を活用し、人口減少対策やＴＰＰ対策など、本県

の緊急課題として早期に取り組むべき事業には積極的な予算措置を講じました。

また、基本方針の３つ目に「財政収支均衡に向けた緊急的な財源確保対策等の実施」を掲げ、

220億円という多額の財源不足の解消に向けて、歳入・歳出両面のあらゆる角度から、徹底

した財源確保の取組を行ったところです。

こうした結果、平成28年度一般会計の予算規模は、前年度当初予算に比較しマイナス0.6％、

40億1,127万7千円減の7,025億9,247万4千円となりました。

第１表 平成28年度一般会計予算の状況

（単位 千円、％)

平 成 27 年 度 比 較
平 成 2 8 年 度

区 分 対 当 初 対 最 終
当初予算額(A) 当初予算額(B) 最終予算額(C)

(A)－(B) (A)/(B) (A)－(Ｃ) (A)/(C)

一般会計 702,592,474 706,603,751 689,900,041 △4,011,277 99.4 12,692,433 101.8
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(１) 歳 入 予 算

県税収入については、原油価格の下落を背景に地方消費税の減収が見込まれるものの、企業

収益の改善や税制改正の影響により、法人事業税の増収が見込まれることから、前年度当初予算

に比べ、0.5％増の1,786億2,586万2千円となっています。

また、地方交付税については、税収の伸びや地方財政計画に基づき、前年度当初予算に比べ、

1.2％減の1,714億円となっています。

次に、繰入金については、厳しい財政状況の中、財源不足を解消するため、財政調整基金や市町

振興基金等からの繰入などを行った結果、前年度当初予算に比べ、33.4%増の282億892万9千円

となっています。

また、県債については、特別分である臨時財政対策債の減少により、前年度当初予算に比べ、

3.1%減の853億5,080万円となっています。

第１図 歳 入 予 算 の 推 移
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当初予算額(A) 構成比 予算額(B) 構成比 (A)-(B) (A)/(B)

1 県 税 178,625,862 25.4 177,707,538 25.1 918,324 100.5

2 地 方 消 費 税 清 算 金 52,135,000 7.4 48,124,000 6.8 4,011,000 108.3

3 地 方 譲 与 税 23,128,000 3.3 26,566,000 3.8 △ 3,438,000 87.1

4 地 方 特 例 交 付 金 470,000 0.1 432,000 0.1 38,000 108.8

5 地 方 交 付 税 171,400,000 24.4 173,400,000 24.5 △ 2,000,000 98.8

6 交通安全対策特別交付金 470,000 0.1 492,000 0.1 △ 22,000 95.5

7 分 担 金 及 び 負 担 金 3,731,189 0.5 3,688,839 0.5 42,350 101.1

8 使 用 料 及 び 手 数 料 10,182,031 1.4 9,279,548 1.3 902,483 109.7

9 国 庫 支 出 金 81,148,974 11.6 81,394,482 11.5 △ 245,508 99.7

10 財 産 収 入 2,749,641 0.4 2,771,801 0.4 △ 22,160 99.2

11 寄 付 金 1,500 0.0 0 － 1,500 皆増 

12 繰 入 金 28,208,929 4.0 21,146,907 3.0 7,062,022 133.4

13 繰 越 金 0 － 0 － 0 －

14 諸 収 入 64,990,548 9.3 73,480,836 10.4 △ 8,490,288 88.4

15 県 債 85,350,800 12.1 88,119,800 12.5 △ 2,769,000 96.9

702,592,474 100.0 706,603,751 100.0 △ 4,011,277 99.4

一 般 財 源 480,805,178 68.4 480,060,313 67.9 744,865 100.2

特 定 財 源 221,787,296 31.6 226,543,438 32.1 △ 4,756,142 97.9

自 主 財 源 340,624,700 48.5 336,199,469 47.6 4,425,231 101.3

依 存 財 源 361,967,774 51.5 370,404,282 52.4 △ 8,436,508 97.7

　　　　　　　　平成28年度一般会計歳入予算（当初）構成比

比　　較

（単位　千円、％）

　　　　　　　　一般会計歳入予算の状況

財
源
区
分

歳　入　合　計

平成28年度 平成27年度
科　　　　目

県税 25.4% 

諸収入 9.3% 

地方消費税 

清算金  

7.4% 

繰入金 4.0% 
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手数料 

 1.4% 
その他(分担金及び

負担金等) 1.0% 

地方交付税 

24.4% 

県債 12.1% 

国庫支出金 

11.6% 

その他(地方譲与

税等) 3.4% 

第２表 

第２図 

自主財源 

 48.5% 
依存財源 

 51.5% 

- 3 - 



- 4 -

（２） 歳 出 予 算

人件費については、事務事業の見直しを通じた適正な定員管理等により、職員給与費は、前年

度当初予算に比べ、約6億円の減少となっています。また、退職手当は、定年退職者数の増加等

により、約12億円の増加となっており、人件費全体としては、前年度当初予算に比べ、0.3％増

の1,817億3,561万5千円となっています。

また、公債費については、特別分の県債である臨時財政対策債の償還額は増加しているものの、

一般分の県債償還額が減少しているため、前年度当初予算に比べ、2.3％減の1,130億5,453万9千円

となっています。

次に、扶助費については、難病・小児慢性特定疾病に係る制度改正に伴う影響額が判明したこと

により、前年度当初予算に比べ、1.3％減の447億2,164万2千円となっています。

また、投資的経費（普通建設事業費及び災害復旧事業費）は、補助・直轄公共事業について、

防災・減災対策やＴＰＰ対策に取り組むため、国の補正予算を積極的に活用して平成27年度補正

予算と一体となって事業量の確保を図ったことなどから、前年度当初予算に比べ、0.2％減の948億

4,695万4千円となっています。

第３図 歳 出 予 算 の 推 移

2,020 1,995 1,994 1,953 1,895 1,860 1,870 1,852 1,828 1,812 1,817

1,000 996 986 1,010 1,044
1,071 1,101

1,117 1,154 1,157 1,131

311 338 353 360 379 392 392 403 415 453 447

1,598 1,499 1,405 1,307
1,104

1,148 1,057 1,006 932 950 948

2,376
2,380

2,364 2,512
2,690

2,992

2,532 2,554 2,537
2,694 2,682

7,066 7,026
7,305 7,208 7,102 7,141 7,112

7,464

6,952 6,933 6,866

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ H２７ H28

億円

人件費

公債費

扶助費

投資的経費

その他経費

義
務
的
経
費

（６月補正後）



（単位　千円、％）

当初予算額 (A) 構成比 予 算 額 (B) 構成比 (A)－(B) (A)/(B)

人 件 費 181,735,615 25.9 181,210,654 25.6 524,961 100.3

物 件 費 17,545,775 2.5 17,885,269 2.5 △ 339,494 98.1

維 持 補 修 費 3,335,562 0.5 3,317,605 0.5 17,957 100.5

扶 助 費 44,721,642 6.4 45,315,953 6.4 △ 594,311 98.7

補 助 費 等 183,520,056 26.1 178,215,050 25.2 5,305,006 103.0

普 通 建 設 事 業 費 89,490,824 12.7 88,697,646 12.6 793,178 100.9

災 害 復 旧 事 業 費 5,356,130 0.8 6,306,589 0.9 △ 950,459 84.9

公 債 費 113,054,539 16.1 115,692,768 16.4 △ 2,638,229 97.7

積 立 金 2,855,799 0.4 4,188,620 0.6 △ 1,332,821 68.2

出 資 金 0 － 0 － 0 －

貸 付 金 58,609,236 8.3 64,917,290 9.2 △ 6,308,054 90.3

繰 出 金 2,167,296 0.3 656,307 0.1 1,510,989 330.2

そ の 他 200,000 0.0 200,000 0.0 0 100.0

合   　　計 702,592,474 100.0 706,603,751 100.0 △ 4,011,277 99.4

12

13

14

15

　　　　　　　一般会計性質別歳出予算の状況

平成28年度 平成27年度 比較増減
区　　　分

　　　　　　　　平成28年度一般会計性質別歳出予算（当初）構成比

補助費等 

26.1% 

人件費 25.9% 
公債費 16.1% 

普通建設事業費 

12.7% 

貸付金 8.3% 

扶助費 6.4% 

物件費 2.5% 

災害復旧事業費 

0.8% 
その他 

1.2% 

歳出予算総額 

702,592,474千円 
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当 初 予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 対 当 初 (A)/(B)

1 議 会 費 1,467,043 0.2 1,500,204 0.2 △ 33,161 97.8

2 総 務 費 31,310,498 4.5 30,020,473 4.3 1,290,025 104.3

3 民 生 費 90,937,367 12.9 87,998,110 12.5 2,939,257 103.3

4 衛 生 費 23,093,058 3.3 23,237,611 3.3 △ 144,553 99.4

5 労 働 費 2,999,454 0.4 2,976,581 0.4 22,873 100.8

6 農 林 水 産 業 費 35,226,519 5.0 35,644,240 5.0 △ 417,721 98.8

7 商 工 費 60,073,455 8.6 64,577,407 9.1 △ 4,503,952 93.0

8 土 木 費 72,778,639 10.4 73,671,941 10.4 △ 893,302 98.8

9 警 察 費 38,545,147 5.5 38,493,848 5.4 51,299 100.1

10 教 育 費 147,580,591 21.0 146,697,086 20.8 883,505 100.6

11 災 害 復 旧 費 5,234,164 0.7 6,097,482 0.9 △ 863,318 85.8

12 公 債 費 113,054,539 16.1 115,692,768 16.4 △ 2,638,229 97.7

13 諸 支 出 金 80,092,000 11.4 79,796,000 11.3 296,000 100.4

14 予 備 費 200,000 0.0 200,000 0.0 0 100.0

702,592,474 100.0 706,603,751 100.0 △ 4,011,277 99.4歳出合計

　　　　　　　一般会計目的別歳出予算の状況

平成27年度

（単位　千円、％）

比較増減平成28年度
科　　　　目

　　　　　　　　平成28年度一般会計目的別歳出予算（当初）構成比

教育費 21.0% 

公債費 16.1% 

民生費 12.9% 諸支出金 

11.4% 

土木費  

10.4% 

商工費 8.6% 

警察費 5.5% 

農林水産業費 

5.0% 

総務費 4.5% 

衛生費 3.3% 
災害復旧費 

0.7% 
労働費 0.4% 

議会費 0.2% 

歳出予算総額 

702,592,474千円 

第４表 

第５図 
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平成28年度当初予算主要施策の概要

１ 人口減少克服に向けた取組（重点項目）

※新：新規事業 拡：拡充事業(内容を充実した事業)

(1) 産業力の強化と中堅・中小企業の成長支援

本県の特性や強みを活かし、中堅・中小企業の成長支援や、きめ細かな

創業支援体制の充実等により、若者や女性にも魅力ある雇用の場の創出

に取り組みます。

新チャレンジやまぐち中小企業総合支援事業（一部２月補正） 363,967千円

産学公金の連携のもとに、高い技術力を有するものづくり企業から若者・女性に

魅力のあるサービス業など、幅広い業種の中小起業等を対象に、新事業分野進出や

海外等を含めた積極的な事業展開の取組や優れた人材の確保・育成の取組を、一貫

的かつ総合的に支援します。

拡企業立地サポート事業（情報通信産業等支援補助金）
若者や女性に魅力ある雇用の場を創出するため、情報通信関連産業を対象とした、

企業立地促進の補助制度を拡充します。

新プロフェッショナル人材確保定着促進事業 17,400千円
県内企業のニーズに沿ったプロフェッショナル人材の県内還流に向けて、都市部

等でのアプローチを強化します。

(2)「やまぐち観光維新」の推進

観光交流人口の一層の拡大と地域の活力の維持・創出に向けて、27年

12月に制定した「おいでませ山口観光振興条例」に基づき、全県を挙げた

観光維新の取組を推進します。

新おいでませ山口観光振興資金の創設 [融資枠]1,000,000千円
「おいでませ山口観光振興条例」の制定に合わせ、創意工夫ある事業活動や、

観光旅行者の需要に対応したサービス提供等を支援します。

新「サイクル県やまぐち」推進事業 25,000千円
長い海岸線や魅力的な景観、整備された道路網、自転車関連企業の立地等、本県

の優れた環境を活かし、サイクルスポーツ振興による交流人口の拡大を図るため、

シンボルイベントの開催等に取り組みます。
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新明治１５０年記念全国発信事業 13,622千円
明治１５０年を契機とする日本創生の機運を「明治維新胎動の地」である本県から

盛り上げ、全国に発信し、郷土への誇りや愛着心の深化、交流の拡大、地域活性化

につなげます。

(3) 元気な農林水産業の育成

喫緊の課題である担い手不足やＴＰＰ協定など、農林水産業を取り巻く

厳しい環境を克服するため、経営体質や産地競争力の強化等を図り、

新規就業者の受け皿となる元気な農林水産業を育成します。

新下関漁港生産力強化緊急対策事業 50,000千円
下関漁港整備と一体的に高度衛生化改修に取り組む沖合底びき網漁船に対して

支援します。

新指定産地等パワーアップ事業 100,000千円
産地競争力を高めるため、「産地パワーアップ計画」に基づき、高収益な作物・

栽培体系への転換を図る取組を支援します。

新産地競争力強化対策事業 100,000千円
本県の主要農産物であるかんきつをはじめとする園芸品目や、畜産物等の高品質

化・ブランド化を推進します。

新山口米流通販売拠点整備事業 521,125千円
山口米の戦略的な販売を行っていくため、集荷販売拠点施設の整備を支援し、

産地競争力の強化を図ります。

新やまぐち産鶏肉生産強化支援事業 169,288千円
県産鶏肉の高品質化と安定供給による肉養鶏経営の体質強化を図るため、食鳥

処理場の整備を支援します。

・ぶちうま！やまぐち推進事業 47,000千円
地産地消の着実な推進に加え、大都市圏・海外への売り込み強化により、農林

水産物や加工品等の更なる需要拡大を図ります。

(4) 県内への定着・還流・移住の推進

県外への人口流出を食い止めるため、産学官の連携により、県内大学

等が地元就職率の向上に取り組む「ＣＯＣプラス事業」とも連携を図り、

若者の県内就職を促進するとともに、幅広い世代の県外在住者を本県に

呼び込む取組を推進します。
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新就職するなら山口県！若者定着促進事業 30,396千円
大学等と連携し、学生等の若者が県内中小企業の魅力に触れる機会の創出・拡大、

中小企業の魅力発信、離職防止に向けた職場定着支援などを実施することにより、

県内就職・定着を促進します。

新やまぐちの未来へつなぐ高大連携事業 9,900千円
県内進学者数の増加に向け、県内大学等が持つ魅力や良さについて、広く高校生

の理解を深めます。

新魅力再発見！やまぐちインターンシップ応援事業 20,120千円
若者の地方還流を目指した大学や企業の取組と連携し、県内企業での大学生を対象

としたインターンシップを総合的に推進します。

新住んでみぃね！ぶちええ山口移住推進事業 7,569千円
「住んでみぃね！ぶちええ山口」県民会議を中心に、移住希望者への受入支援の

一層の充実を図ります。

(5) 結婚・出産・子育て支援の充実

県民が安心して子どもを生み、育てることができる社会の実現のため、

「やまぐち子育て連盟」を中心とした子育て県民運動を推進するととも

に、結婚・出産・子育てを支える切れ目のない支援を行います。

新ぶち幸せおいでませ！結婚応縁事業 63,693千円
若い世代等の結婚の希望を叶えられるよう、やまぐち結婚応縁センターを核とした

出会いから成婚までの一貫した支援を行います。

新周産期医師緊急確保支援事業 4,160千円
周産期医療体制において必要とされる産科・産婦人科医師等が著しく不足している

圏域に対し、医師確保のための緊急的な支援を行います。

新周産期医療助産師活用推進事業 20,087千円
身近な場所で安心・安全な出産が可能となるよう、正常妊娠・正常分娩における

助産師の活用を促進します。

新病院内保育所共同利用促進事業 9,243千円
医師等の離職防止や再就業の促進を図るため、新たに中小病院等が共同利用できる

病院内保育所の設置を促進します。

拡切れ目のない妊娠・出産・子育て支援推進事業 265,055千円
安心して妊娠・出産・子育てができる環境づくりを推進するため、不妊治療費の

助成をはじめ、妊娠前から出産期、子育て期にわたる支援を実施します。
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・多子世帯応援保育料等軽減事業 377,733千円
多子世帯の経済的な負担軽減のため、第３子以降の保育料等について、世帯の

所得額に応じた助成を実施します。

新保育士確保総合対策事業 25,427千円
県内に必要な保育士を確保するため、新卒者確保や再就職支援、保育士の待遇改善

の取組を推進します。

新やまぐち子ども・子育て応援ファンド事業 3,000千円
子育て支援や子どもの貧困対策などに取り組む団体を支援するため「やまぐち子ども・

子育て応援ファンド」を創設します。

新シニアも応援！子育てサポーター事業 11,340千円
高齢者や子育て経験者等を保育所や地域の子育て支援活動に活用する仕組みづくり

に取り組みます。

新三世代同居・近居推進事業 20,573千円
子育てしやすい環境づくりの一環として、三世代同居・近居を希望する者が理想

とする住まいを実現できるよう、民間企業等と連携した取組を推進します。

新やまぐち型地域連携教育強化推進事業 20,626千円
学校、家庭、地域が連携・協働し、社会総がかりで子どもたちの学びや育ちを

見守り、支援する「やまぐち型地域連携教育」の取組の一層の充実を図ります。

(6) 活力ある地域づくりの推進

中山間地域での集落機能の維持・活性化と地域の活力の創出を図ると

ともに、持続可能で安心して生活できる元気な地域の形成に取り組みます。

新へき地医師確保支援事業 9,199千円
新たな専門医制度の開始に向け、地域医療において重要な役割が期待できる「総合

診療専門医」の育成を支援し、へき地における医師確保の仕組みづくりを進めます。

新やまぐち県民活動絆づくり推進事業 4,355千円
県民活動の活発化に向け、社会貢献活動への参加促進を図るとともに、活動の

受け皿となる県民活動団体に対する支援を行い、地域の絆づくりを推進します。
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２ その他の主要な関連事業

(1) 産業活力創造戦略

新企業誘致マッチング促進事業 13,000千円
民間の専門的なノウハウやネットワークを活用することで、戦略的な企業誘致

活動を展開します。

・高度産業人材確保事業 2,000千円
高度な専門知識を有する産業人材の確保を図るため、奨学金の返還を補助します。

・やまぐち６次産業化・農商工連携推進事業 167,900千円
やまぐち農林振興公社に設置したサポートセンターを中心に地域資源を活かした

新商品開発や県内外における販路開拓を支援します。

・畜産・酪農収益力強化整備事業 35,000千円
畜産クラスター計画に位置付けられた中心的な畜産経営体が、畜舎等の施設整備

を行い、地域の畜産の収益性向上・競争力の強化を図る取り組みを支援します。

(2) 地域活力創造戦略

新コンパクトなまちづくり総合支援事業 3,500千円
人口減少、少子高齢化が進行する中、将来を見据えて地域が維持・発展できる

よう、市町による立地適正化計画の策定を支援し、コンパクトなまちづくりを

推進します。

新全国都市緑化やまぐちフェア開催準備経費 58,860千円
緑豊かな潤いのあるまちづくりを一層加速化するため、平成30年の第35回全国

都市緑化やまぐちフェアの開催に向け、基本計画の策定など必要な準備を進めます。

(3) 人材活力創造戦略

新平成28年度全国高等学校総合体育大会開催費 171,959千円
高校生最大のスポーツの祭典「平成28年度全国高等学校総合体育大会（インター

ハイ）」を中国ブロックで開催します。

新保育士確保総合対策事業（保育士確保貸付事業）（一部２月補正）134,478千円
県内に必要な保育士を確保するため、潜在保育士の再就職促進や保育補助者の

雇上費に対する貸付制度を創設します。

拡ひとり親家庭等就業支援強化事業（一部２月補正） 94,036千円
ひとり親家庭が子育てと仕事を両立できるよう、環境整備や就労支援を行います。
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拡子どもの虐待対策・家庭的養護推進事業（一部２月補正） 130,566千円

（新自立支援資金貸付）
児童養護施設からの退所者等が、就職や進学後、円滑に自立できるよう、新た

な貸付制度を創設します。

(4) 安心・安全確保戦略

新地域ぐるみ防災活動推進事業 5,000千円
地域の多様な主体の防災活動への参画促進や、災害教訓伝承セミナーの実施等

により、地域防災力の充実強化を図ります。

拡民間建築物耐震改修等推進事業 77,947千円
大規模地震に備え、防災拠点・避難所となる建築物の確保や緊急輸送や災害復

旧のためのルート保全、日常生活の拠点となる住宅の保全等、本県の防災上の課

題に的確に対応した耐震対策を講じます。

・山口警察署建設費 378,992千円
施設が老朽化していることから、移転・建替を行い、災害時及び非常事態発生

時の拠点整備を図ります。



※県民人口：平成28年１月１日現在　人口移動統計調査人口

 《歳入の内訳》

（単位　円）

※その他：分担金・負担金、寄付金、財産収入

 《歳出の内訳》
（単位　円）

※その他：諸支出金、災害復旧費、労働費、議会費、予備費

（平成28年度末見込み）
 　　※平成28年度末県債残高見込み：1,269,915,257千円

地方 交付 税等 139,330

57,843

県 税 等 164,487

県 債 60,838

国 庫 支 出 金

20,107

7,258

4,621

諸 収 入 46,326

基金 等繰 入金

使用料・手数料

そ の 他

22,318

教 育 費 105,196 警 察 費 27,475

公 債 費 80,586 農林 水産 業費 25,110

1,402,913人

平成28年度県民１人当たりの歳入歳出の状況

500,810円

905,199円

商 工 費 42,820

衛 生 費 16,461

《県民１人当たりの県債残高》

土 木 費 51,877

そ の 他 64,147

民 生 費 64,820 総 務 費
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２ 特 別 会 計

平成28年度特別会計の当初予算額及びその内容は、第５表のとおりです。

なお、企業会計に属する電気事業及び工業用水道事業の各会計については、「第５ 公営企業

の業務の状況」の項で説明します。

第５表 特 別 会 計 予 算 の 状 況

（単位　千円）

平 成 28 年 度

当 初 予 算 額 (A)

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 291,702 542,896 △ 251,194
貸付金
公債費

一般会計繰出金

小規模企業者等設備貸与事業資金

新事業活動支援設備貸与事業資金

市場維持管理費

水産加工団地整備費

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 101,170 101,170 0 貸付金

当せん金付 証票 発売 事業 4,813,490 4,858,999 △ 45,509 一般会計繰出金

収 入 証 紙 4,375,794 4,039,579 336,215 他会計繰出金

土 地 取 得 事 業 258,088 300,339 △ 42,251

土地取得基金管理費

産業団地管理費
分譲宅地管理費

公 債 管 理 155,557,902 151,977,275 3,580,627 公債費

貸付金

公債費

計 174,242,588 173,009,529 1,233,059

林業・木材産業改善資金貸付金
貸付原資自主返納

林業就業促進資金貸付金

流域下水道総務費
流域下水道建設費

公債費

港湾管理費
港湾整備費

公債費

540,634

132,428

542,925

174,503

△ 2,291

△ 42,075

流 域 下 水 道 事 業 1,784,093 1,964,381

主 な 内 容特 別 会 計 名
比　　　較

(Ａ)－(Ｂ)

平 成 27 年 度

当 初 予 算 額 (B)

△ 2,062,7113,061,957

△ 180,288

下 関 漁 港 地 方 卸 売 市 場

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資金

中 小 企 業 近 代 化 資 金 999,246

就農支援資金貸付金

△ 96,273港 湾 整 備 事 業 3,523,268 3,619,541

地 方 独 立 行 政 法 人

山 口 県 立 病 院 機 構
1,787,741 1,674,285 113,456

△ 74,647就 農 支 援 資 金 77,032 151,679


